[bookmark: _GoBack]（様式第10号：第16条関係）
パートナーシップ宣誓継続申告書
　　年　　月　　日　
山形県知事　殿

山形県パートナーシップ宣誓制度実施要綱第16条の規定により、以下のとおり申告します。
・住所の異動前に県が連携する自治体において、パートナーシップにある旨の届出の証明として宣誓書受領証の交付を受けたこと
・山形県パートナーシップ宣誓制度実施要綱第２条第１号に規定するパートナーシップを継続していること
なお、当該申告があったことを住所の異動前の自治体に通知することに同意します。

	申告者（宣誓者）
フリガナ
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　
フリガナ
通称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日 　　年　　月　　日
旧住所 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
新住所 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号　　　　　　　　　　　 　　　
メールアドレス　　　　　　　　 　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
（代筆者）
フリガナ
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　
	申告者（宣誓者）
フリガナ
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　
フリガナ
通称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日 　　年　　月　　日
旧住所 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　新住所 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号　　　　　　　　　　　 　　　
メールアドレス　　　　　　　　 　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
（代筆者）
フリガナ
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　



※ 申告者の欄は自署してください。やむを得ない場合は代筆が可能ですが、下段に代筆者の氏名をご記入ください。

※ 裏面もご記入ください。



（裏面）　　　　　　　（様式第10号：第16条関係）

次の表の確認事項欄記載の内容が事実と相違ないことを確認してください。
	要綱の規定
	確認事項

	
	項目
	該当する場合、
□にチェックを入れてください。

	（関係性）
第２条第１号
	互いの人生において、互いに協力して継続的に生活を共にすることを約した関係であって、その双方又はいずれか一方が「性的指向（自己の恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向）が必ずしも異性愛のみではない者又は性自認（自己の属する性別についての認識）が出生時の性と異なる者」であること。
	□

	（年齢要件）
第３条第１号
	双方がともに成年に達していること。
	□

	（住所要件）
第３条第２号イ
	双方又はいずれか一方が県内に住所を有していること。
	□

	（独身要件等）
第３条第３号,
第４号
	双方がともに現に婚姻をしていないこと及び双方に当該宣誓に係るパートナー以外にパートナー及び事実上婚姻関係と同様の事情にある者がいないこと。
	□

	（非近親者要件）
第３条第５号
	双方が民法第734条から第736条までの規定により婚姻をすることができない関係にないこと。ただし、双方がパートナーシップに基づき養子縁組をしている、又はしていたことにより当該関係に該当する場合を除く。
	□



異動前の自治体が発行した宣誓書受領証の交付日を、今回交付する宣誓書受領証の裏面に記載することができます。（□にチェックを入れてください。）
	当初の交付日
	· 裏面に記載を希望する（　　　　　　年　　　　月　　　　日） 　　　　□　希望しない



以下は、県の記入欄です。
	氏名（　　　　　　　　）
	個人番号カード・旅券・免許証・その他（　　　　　　　　）

	氏名（　　　　　　　　）
	個人番号カード・旅券・免許証・その他（　　　　　　　　）

	継続申告の可否
	· 可　　　　□　否

	通知日（転出自治体宛）
	　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	その他備考欄
	



		山形県パートナーシップ宣誓書受領証交付番号
	




	



